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2005 年の診療報酬改定で、入院基本料における看護配置基準が 12 年ぶりに引き上げら





























































































































































教育」（In-service Education）から「看護スタッフ能力開発」（Nursing Staff Development）
という考え方に変わった。その後、この実践に関する研究が進められ、実践の専門性が認
められて、1992年には認定資格試験が開始された。今日では、看護スタッフ能力開発の教
育担当者（Nursing Staff Development Educator）のリーダーシップが、組織の能力開発

































































































































































































































































力開発協会（NNSDO；National Nursing Staff Development Organization）」が設立され、















門認可と同様に、1992年に米国看護師認定センター（The American Nurses Credentialing 
Center）が、「看護スタッフ能力開発（Nursing Staff Development）」の認定試験を開始し
た。今日では、看護スタッフ能力開発の教育担当者（Nursing Staff Development Educator）
のリーダーシップが、組織の能力開発の鍵を握っている。現在の「看護スタッフ能力開発




 米国の 1970 年代における、「大卒看護師の増加に伴う新たな新卒看護師教育の課題」お
よび「人的資源（Human Resources）の概念の導入」に関しては、現在のわが国の状況と類
似しているといえよう。米国の経営学分野で人的資源管理（Human Resources Management）




















米国看護師協会 American Nurses Association が 2000 年に更新した最新の「看護専門職能


















開発協会（NNSDO；National Nursing Staff Development Organization）の定義を引用し



































































































































































































































る。また、認定の条件は、看護学の学士以上の学位、5 年間で 4000 時間以上の臨床経験、











































































 また Johnson(2002)は、同僚評価を採用した能力評価方法を開発した。ANA(American 

























































































































































































































































































































働省ホームページ,2010）、全国の一般病院は 7,714 施設で、そのうち総床数 800 床以上は
99 施設、500 床以上は 468 施設であった。次に、各病院の住所、設置主体、病床種類別病
床数などが掲載されている全国病院名簿（医療施設政策研究会編,2003）をみると、800床










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































時間は、45 分～80 分であった。9 名の所属病院の設置主体は、大学病院 1 名、公立病院 5
名、私立病院 3 名であった。最終学歴は、博士課程 1 名、修士課程 2 名、大学 2 名、専門
学校 4 名であった。また、看護管理および看護教育に関して受けた研修は、ファーストレ
ベルが 7 名、センカンドレベルが 5 名、看護教員養成研修が 2 名、施設の継続教育プログ




の関わり＞について、一覧で示した。職位は、看護師長が 4 名、副看護部長が 5 名であっ
68 
た。看護職者としての総経験年数は 22 年～38 年であった。専任教育担当者としての経験
年数は、1 年目が 1名、2 年目が 4名、3 年目が 2名、4年目が 2名であった。このうち、1




























の役割ごとに分析結果を述べる。【 】はサブカテゴリーの能力、〈  〉は行動、『 』は







































































策提案を自分からしなくてはいけないと。例えば、7 対 1 を取得して何が変わったのか、今後は


































































































































































































































































































































































































































































































































た。管理師長制度を導入していない 3 つの病院のうちの 2 名の看護師長は、看護部に専任



































































 以上、9 名の専任教育担当者にインタビューしたデータを内容分析した結果、31 の行動


























































（ｐ164）、表 5-2（ｐ165）、表 5-3（ｐ166）、表 5-4（ｐ167）に、結果を示した。最終決
定した行動を≪ ≫で示し、その下に、統合に活かした項目を色分けして並べた。〈文献
からの概念整理〉は緑色、〈先駆的病院インタビュー〉は青色、〈専任教育担当者インタビ
ュー〉は赤色、で示した。以下の説明文では、文献：[  ]、トップマネジメント：『   』、





















































































































































































































































































































































































かして、先に記した 3 つの行動とした。 
 
５．まとめ 
以上、ニーズアセスメントの枠組みを作成した経緯を述べた。研究課題 1 の 44項目、研












































































の質問項目が無記入であった 2 名を除く 223 名を分析対象とした（有効回答率 99.1％）。





 対象者の属する病院設置主体と病院規模を表 6（ｐ169）に示した。公立病院（57 名、
26.0％）、大学病院（55 名、25.1％）、公的医療機関（51 名、23.3％）で、全体の約 1/4
ずつを占めていた。病床数は 223 床～1270 床、平均 643.5 床であった。500 床台（68 名、
30.5％）が最も多く、次いで 600 床台（50名、22.4％）であった。看護職員数は 173 人～
1113人、平均 549.2人であった。 
 所属病院の看護職員の特性を表 7（ｐ170）に示した。平均年齢は 25.0 才～42.0才、平
均 33.4才であった。新人看護職員の数は 0～170人で平均 49.0人、全看護職員に対する割
合でみると 0～20％で平均 8.4％であった。大学卒業者の数は 0～580 人で平均 82.1 人、全
看護職員に対する割合は 0～64.7％で平均 14.2％であった。大学院修了者の数は 0～28 人
で平均 4.5 人、全看護職員に対する割合は 0～3.3％で平均 0.7％であった。前年度の全体
離職率は 0.09％～19.4％で平均 9.0％であった。新人離職率は 0～25.0％で平均 5.9％であ
った。 
 ラダー・システム導入の状況と専任教育担当者の人数を表 8（ｐ171）に示した。ラダー・
システムを導入していると答えた対象者は全体の 84.8％（189 名）であった。導入して 5
～6年目（53名、28.0％）が最も多く、次いで 3～4年目（37名、19.6％）、7～8年目（28
名、14.8％）、1～2 年目（20 名、10.6％）であった。専任教育担当者の人数は、1 人（77
名、34.5％）が最も多く、次いで 2人（68名、30.5％）で、3人は（23名、10.3％と少な
く、また、0 人（専任を置いていない）は 12.6％（28 名）であった。 
 
２）教育担当者の属性 
 教育担当者 114名の属性を表 9（ｐ172）に示した。看護職経験年数は平均 27.7年目で、
30 年～34 年（35 名、33.3％）と 25 年～29 年（38 名、33.3％）が大半を占めていた。20
～24年目（21 名、18.4％）と 15～19 年目（10名、8.8％）は少なく、年齢にすると 30才
台の対象者は１割に満たなかった。教育担当者としての経験年数をみると、平均 3.6年で、
2 年目（26 名、22.8％）、3 年目（25 名、21.9％）、1 年目（20 名、17.5％）、4 年目（19
名、16.7％）、5年目～9 年目（16名、14.0％）の順で、10年以上は 7％（8 名）であった。
全体の約 62％（71名）が３年目以内で、約 38％（43 名）が 4年目以上であった。 





れぞれ約 3 割が受講していた。サードレベル（10 名、8.8％）を受けた人が最も少なかっ
103 
た。受けた研修と最終学歴、受けた研修と職位には関連はみられなかった。 











































教育責任者の役割 16 項目のうち 14 項目が 90％以上の高い比率を示した。<年間予算計







































































































































第Ⅱ節では、教育担当者 114名と看護部長 109名を対象に、求められる行動 46項目に対
して、教育担当者に求める役割かどうか（求められているかどうか）を聞いた結果につい


































１．「求められる行動」4 段階評価の 46 項目間の比較 







１）50％以上の 12 項目（1 位～12位） 













＜リーダー役割＞の 2 項目が入っていた。7 位〈採用、配置、報酬、昇格など能力評価
を必要とする人事業務支援ができる〉：（91名,55.5％,ｎ=164）、10位〈能力開発活動を記
録モニターしながら活動展開しながら評価改善できる〉：（50.8％）になった。 


















３）30％台の 11項目（20 位～30位） 
































































































































































 病床数 600 床以上（36 名）、599～449 床（36名）、450 床以下（38名）の 3 群間で、Kruskal
－Wallis 検定を行った結果、3項目に中央値の有意差がみられた（表 12-2.ｐ180）。3群の
どこに有意差があったかを確認するために、Mann‐Whitney U 検定のライアン法で




































「部署管理者と兼任」（15 名）の 3群間で、Kruskal－Wallis 順位和検定を行った結果、4
項目に有意差がみられた（表 12-4.ｐ176）。3群のどこに有意差があったかを確認するため
































大学院修士修了している人（21 名）とそれ以外（93 名）の 2群間で、Mann‐Whitney U

















 看護教員養成研修を受講している人（36 名）と、それ以外（78 名）の 2 群間で、Mann


































教育担当者としての経験年数について、1年目(20 名)、2年目（26名）、3 年目（25 名）、
4年目以上（43名）の 4 群間で、Kruskal－Wallis 順位和検定を行った結果、13項目に有
意差があった（表 12-6,ｐ183）。4 群のどこに有意差があったかを確認するために、Mann



















χ２（df=3,ｎ=96）＝15.866,ｐ=0.001 であった。多重比較では、1 年目と 4 年目の間
（U=152.5,ｐ=0.002＜0.05）と、2 年目と 4 年目の間（U=223.0,ｐ=0.003＜0.05）に有
意差があった。4年目から「できている」という認識傾向にあった。 
〈能力別・役割別の人材層に区分して期待能力を成文化できる〉では、χ２（df=3,ｎ=100）





教育責任者の役割では、以下の 5 項目に有意差があった。 
〈年間到達目標を設定して多様な能力開発手段を組み合わせてコース設計ができる〉では、





















変化を推進する役割では、以下の 3 項目に有意差があった。 
〈組織の文化、システム、基準、手順など変革が必要なものを見極めることができる〉で
は、χ２（df=3,ｎ=103）＝10.510,ｐ=0.015 であった。多重比較では、1 年目と 4 年目の














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































看護部長と教育担当者の 46項目の 4 段階評価に対する認識の差では、46 項目中 30 項目
が１％水準の有意差があり、また 5項目が 5％水準の有意差があった。これら 35項目にお
いては、いずれも看護部長の方が教育担当者よりも「できている」という認識傾向にあっ
た。この認識の差の要因の一つには、本調査対象の教育担当者の約半数が経験年数 3 年目
以内であることと、教育担当者としての経験 4年目以降から 46項目中 13 項目の行動が「で
きている」という認識が形成されている結果から、まだ仕事に自信がもてない自分自身へ
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表２－１ 先駆的病院看護部トップマネジメントに携わる人が期待する「役割と能力」 ＜現実的・実践的＞ 
 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
設置主体
公立病院 57 26.0 25 22.5 32 29.6
大学病院 55 25.1 29 26.1 26 24.1
公的医療機関 51 23.3 28 25.1 26 24.1
国立病院機構 22 10.0 11 9.9 11 10.2
その他 20 9.1 12 10.8 9 8.3
医療法人 10 4.6 6 5.4 4 3.7
無回答 4 1.8 3 2.7 1 0.9
総病床数
223～499床 38 17.0 17 14.9 21 19.3
500～599床 68 30.5 35 30.7 33 30.3
600～699床 50 22.4 24 12.2 26 23.9
700～799床 23 10.3 14 12.3 9 8.3
800～899床 20 9.0 10 8.8 10 9.2
900～999床 10 4.5 6 5.3 4 3.7




～399 40 17.9 20 18.2 20 18.3
　　　400～499 61 27.4 30 27.3 31 28.4
　　　500～599 43 19.3 23 20.9 20 18.3
　　　600～699 36 16.1 19 16.7 17 15.6
　　　700～799 15 6.7 7 6.1 8 7.3
　　　800～899 9 4.0 6 5.3 3 2.8
　　　900～ 7 3.1 2 1.8 5 4.6

































看護職者の平均年齢 全体Ｎ＝223 教育担当者Ｎ＝114 看護部長Ｎ＝109
平均（SD） 33.4才（3.1） 33.1才（3.0） 33.8才（3.2）
最小～最大 25.0才～42.0才 25.0才～39.7才 26.3才～42.0才
新人看護職員数 全体Ｎ＝201 教育担当者Ｎ＝113 看護部長Ｎ＝108
平均(SD) 49.0人（31.2） 50.7人（31.7） 47.1人（30.6）
最小～最大　 0～170人 4人～170人 0～163人
（看護職員数に対する割合）
平均（SD） 8.4％（3.8） 8.6％（3.7） 8.3％（3.9）
最小～最大　 0～20％ 0.7％～18.7％ 0～20％
大学卒業者数 全体Ｎ＝201 教育担当者Ｎ＝103 看護部長Ｎ＝98
平均(SD) 82.1人（100.6） 91.0人（111.7） 72.9人（87.0）
最小～最大 0～580人 0～580人 0～422人
（看護職員数に対する割合）
平均(SD) 14.2％（22.5） 14.2％（14.1） 11.7％（11.1）
最小～最大 0～64.7％ 0～64.7％ 0～44.8％
大学院修了者数 全体Ｎ＝205 教育担当者Ｎ＝104 看護部長Ｎ＝101
平均(SD) 4.5人（5.6） 5.2（6.1） 3.9人（5.0）
最小～最大 0～28人 0～28人 0～28人
（看護職員数に対する割合）
平均(SD) 0.7％（0.8） 0.8％（0.8） 0.6％（0.8）
最小～最大 0～3.3％ 0～3.3％ 0～3.3％
離職率（全体） 全体Ｎ＝217 教育担当者Ｎ＝108 看護部長Ｎ＝109
平均(SD） 9.0％（3.5） 9.5％（3.5） 8.5％（3.5）
最小～最大 0.09％～19.4％ 1.6％～19.4％ 0.09％～19.3％
離職率（新人） 全体Ｎ＝219 教育担当者Ｎ＝112 看護部長Ｎ＝107
平均(SD) 5.9％（5.0） 6.2％（4.9） 5.5％（5.0）
最小～最大 0～25.0％ 0～25.0％ 0～21.1％
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ラダー導入の有無 全体：223人 ％ 教育担当者：114人 ％ 看護部長：109人 ％
導入している 189 84.8 95 83.3 94 86.2
導入していない 34 15.2 19 16.7 15 13.8
ラダー導入年数 全体：189人 ％ 教育担当者：87人 ％ 看護部長：84人 ％
　1～2年目 20 10.6 11 12.6 9 10.7
3～4年目 37 19.6 18 20.7 19 22.6
　5～6年目 53 28.0 28 32.2 25 29.8
　7～8年目 28 14.8 14 16.1 14 16.7
9～10年目 17 9.0 8 9.2 9 10.7
11年目以上 15 7.9 7 8.0 8 9.5
無回答 19 10.0 9 10.3 10 11.9
専任教育担当者数 全体：223人 ％ 教育担当者：114人 ％ 看護部長：109人 ％
０人 28 12.6 15 13.2 13 11.9
１人 77 34.5 28 24.6 49 45
２人 68 30.5 33 28.9 35 32.1
３人 23 10.3 17 14.9 6 5.5
４人 3 1.3 2 1.8 1 0.9
５人 4 1.8 0 0 4 3.7
不明 15 6.7 14 12.3 1 0.9
無回答 5 2.2 5 4.4 0 0
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能力開発および教育の理念とビジョンの成文化ができる 93.2 222 89.4 113 97.2 109 *
能力開発の課題・目標を抽出し教育ミッションの成文化ができる 96.4 222 92.9 113 100.0 109 **
人材開発システム全体を理解し役割と連携体制を成文化できる 94.1 220 90.2 112 98.1 108 *
＜看護スタッフ能力を把握し評価する能力＞
看護スタッフの個人履歴を記録保管するしくみをつくり個人と全体を把握できる 82.4 222 76.1 113 89.9 109 **
看護現場や委員会に参加してスタッフの能力を観察把握できる 89.6 221 86.6 112 92.7 109 n.s.
能力別・役割別に人材層に区分して期待される能力を成文化できる 86.0 221 82.1 112 89.9 109 n.s.
能力アセスメントのための評価指標と評価方法が開発できる 87.6 218 84.5 110 90.7 108 n.s.
採用，配置，報酬，昇格など能力評価を必要とする人事業務を支援できる 58.0 219 52.7 110 63.3 109 n.s.
＜看護スタッフ能力開発活動を統制する能力＞
経営会議では，能力開発のリーダーとして意見交換できる 83.3 221 82.1 112 84.4 109 n.s.
方針や企画を通していくために，組織のあらゆる人に説明・説得・交渉できる 90.0 220 89.2 111 90.8 109 n.s.
活動過程において人的資源と財源を調整し問題解決スキルを使って対処できる 87.6 221 85.7 112 93.6 109 n.s.
能力開発活動を記録モニターし活動展開しながら評価改善できる 86.0 221 83.0 112 89.0 109 n.s.
教育や労働に関する関係法令や倫理原則に従って運営できる 86.9 221 83.0 112 90.8 109 n.s.
＜教育プログラムを設計する能力＞
期待される能力と現実とのギャップを把握し教育ニーズをアセスメントできる 99.1 219 98.0 112 98.1 107 n.s.
年間到達目標を設定して多様な開発手段を組み合わせてコース設計ができる 98.6 220 97.3 112 100.0 108 n.s.
教育プログラムに掛かる直接経費と間接経費に関する年間予算が計上できる 83.1 219 77.5 111 88.9 108 *
＜集合研修の企画運営を総括する能力＞
研修の学習行動目標を設定し目標達成のための学習内容・方法の設計ができる 98.2 220 98.2 112 98.1 108 n.s.
成人学習の原理に基づいて学習意欲を引き出すような教育が展開できる 99.5 220 100.0 112 99.1 108 n.s.
研修の企画運営に関わる看護スタッフに助言指導ができる 99.1 220 100.0 112 98.1 108 n.s.
研修の企画運営に関係する人々と連携協働し全体調整および進捗管理ができる 99.1 221 98.2 112 99.1 109 n.s.
＜教育プログラムを評価する能力＞
研修に対する対象者の満足度について評価できる 99.5 220 100.0 112 99.1 108 n.s.
研修で学んだ対象者の知識スキルの理解度や習得度を評価することができる 99.1 220 99.1 112 99.1 108 n.s.
研修で学んだ知識スキルを現場で活用し行動変容したかどうか評価できる 95.0 220 93.8 112 96.3 108 n.s.
教育プログラムが現場の看護の質の向上に寄与したかどうか評価できる 94.5 220 95.5 112 93.5 108 n.s.
＜特定の教育プログラムを開発し展開する能力＞
新人看護職員の教育プログラムの全体をデザインし、企画運営ができる 96.4 220 94.6 112 98.1 108 n.s.
新人看護職員への教育指導を担うスタッフの教育プログラムが開発できる 96.4 220 95.5 112 97.2 108 n.s.
中堅層のリーダーシップの開発を意図した教育プログラムの開発ができる 96.8 220 96.4 112 97.2 108 n.s.
看護管理者の能力開発を意図した教育プログラムが開発できる 78.6 220 75.9 112 81.5 108 n.s.
＜組織の変革を推進する能力＞
組織の文化，システム，基準，手順など変革が必要なものを見極めることができる 84.5 219 86.5 111 82.4 108 n.s.
変革のビジョンを描き、関係者にわかりやすく説明説得することができる 79.0 220 79.3 112 78.7 108 n.s.
プロジェクトチームを立ち上げ,チームの計画立案や問題解決を導くことができる 77.1 218 74.8 111 79.4 108 n.s.
プロジェクトメンバーが成長できるようチーム構築を促進することができる 78.8 223 74.6 111 77.1 107 n.s.
＜現場の能力開発活動を支援する能力＞
臨床現場で看護スタッフと協同的な良い人間関係を築くことができる 88.6 219 89.2 111 88.0 108 n.s.
部署の看護管理者と連携協働しながら人材育成を支援することができる 99.1 219 99.1 111 99.1 108 n.s.
部署の教育担当者がOJTの企画運営ができるように支援することができる 95.0 219 93.7 111 96.3 108 n.s.
部署における学習や教育に関する問題が発生した場合、支援することができる 95.4 219 93.7 111 97.2 108 n.s.
現場の学習に役立つ資源（情報、図書、人など）を整備して必要時に提供できる 91.3 219 90.1 111 92.6 108 n.s.
＜個人のキャリア開発を支援する能力＞
スタッフのキャリアニーズやニーズに合った学習経験を見出すことを支援できる 85.2 216 82.9 111 87.6 105 n.s.
学習成果に対するフィードバックを提供して学習意欲を引き出すことができる 84.3 216 82.9 111 85.7 105 n.s.
ストレスマネジメントおよびメンタルヘルスの支援や対応ができる 82.9 216 84.7 111 81.0 105 n.s.
＜エビデンスに基づく能力開発活動を行う能力＞
能力開発活動に最新の研究成果や新しい理論やモデルを活用することができる 90.3 216 90.1 111 90.5 105 n.s.
能力開発活動のアウトカム指標を開発して，評価研究を行うことができる 80.1 216 79.3 111 81.0 105 n.s.
院内の研究チームの中で調査者，協力者，評価者として率先して研究活動ができる 86.5 216 84.5 110 88.6 105 n.s.
＜エビデンスに基づく臨床看護実践を支援する能力＞
スタッフが最新の研究成果を看護実践に活用できるよう支援できる 88.8 215 85.6 111 90.3 104 n.s.
スタッフが研究の知識スキルが身につくように，研究活動を支援できる 89.7 214 88.2 110 91.3 104 n.s.








































人数 ％ 人数 ％
＜看護スタッフの能力を把握し評価する能力＞
副部長 65 56 86.2 9 13.8
師長 44 27 61.4 17 38.6
副部長 64 46 71.9 18 28.1
師長 42 11 26.2 31 73.8
＜看護スタッフ能力開発活動を管理調整する能力＞
副部長 65 58 89.2 7 10.8
師長 43 31 72.1 12 27.9
副部長 65 59 90.8 6 9.2
師長 43 33 76.7 10 23.3
＜年間教育プログラムを設計する能力＞
副部長 65 57 87.7 8 12.3
師長 42 27 64.3 15 35.7
＜特定の教育プログラムを開発し展開する能力＞
副部長 65 55 84.6 10 15.4































































































































































































































































































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
教育担当 108 17 15.7 69 63.9 21 19.4 1 0.9
看護部長 109 37 33.9 62 56.9 8 7.3 2 1.8
教育担当 111 13 11.7 67 60.4 29 26.1 2 1.8
看護部長 109 36 33.0 60 55.0 11 10.1 2 1.8
教育担当 107 8 7.5 62 57.9 34 31.8 3 2.8
看護部長 107 29 27.1 58 54.2 17 15.9 3 2.8
教育担当 96 10 10.4 44 45.8 39 40.6 3 3.1
看護部長 99 20 20.2 52 52.2 24 24.2 3 3.0
教育担当 105 12 11.4 67 63.8 24 22.9 2 1.9
看護部長 102 33 32.4 51 50.0 16 15.7 2 2.0
教育担当 100 15 15.0 52 52.0 28 28.0 5 5.0
看護部長 104 24 23.1 51 49.0 26 25.0 3 2.9
教育担当 98 12 12.2 35 35.7 41 41.8 10 10.2
看護部長 104 17 16.3 50 48.1 31 29.8 6 5.8
教育担当 80 9 11.3 25 31.3 34 42.5 12 15.0
看護部長 84 12 14.3 27 32.1 36 42.9 9 10.7
教育担当 99 11 11.1 55 55.6 29 29.3 4 4.0
看護部長 100 22 22.0 46 46.0 26 26.0 6 6.0
教育担当 104 5 4.8 50 48.1 45 43.3 4 3.8
看護部長 102 19 18.6 49 48.0 30 29.4 4 3.9
教育担当 102 4 3.9 51 50.0 43 42.2 4 3.9
看護部長 105 14 13.3 59 56.2 31 29.5 1 1.0
教育担当 102 1 1.0 35 34.3 61 59.8 5 4.9
看護部長 103 15 14.6 48 46.6 35 34.0 5 4.9
教育担当 103 7 6.8 57 55.3 35 34.0 4 3.9

































































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
教育担当 114 8 7.0 82 71.9 23 20.2 1 0.9
看護部長 104 27 26.0 72 69.2 5 4.8 0 0.0
教育担当 111 17 15.3 76 68.5 18 16.2 0 0.0
看護部長 107 45 42.1 52 48.6 9 8.4 1 0.9
教育担当 101 12 11.9 47 46.5 33 32.7 9 8.9
看護部長 98 32 32.7 40 40.8 21 21.4 5 5.1
教育担当 113 23 20.4 77 68.1 11 9.7 2 1.8
看護部長 105 46 43.8 55 52.4 3 2.9 1 1.0
教育担当 114 11 9.6 69 60.5 33 28.9 1 0.9
看護部長 106 30 28.3 62 58.5 14 13.2 0 0.0
教育担当 114 26 22.8 83 72.8 5 4.4 0 0.0
看護部長 105 42 40.0 57 54.3 5 4.8 1 1.0
教育担当 110 21 19.1 79 71.8 9 8.2 1 0.9
看護部長 107 51 47.7 45 42.1 11 10.3 0 0.0
教育担当 114 22 19.3 82 71.9 10 8.8 0 0.0
看護部長 107 44 41.1 54 50.5 8 7.5 1 0.9
教育担当 113 16 14.0 76 66.7 21 18.4 1 0.9
看護部長 107 29 27.1 58 54.2 20 18.7 0 0.0
教育担当 114 7 6.2 35 31.0 65 57.5 6 5.3
看護部長 104 13 12.5 44 42.3 44 42.3 3 2.9
教育担当 114 2 1.8 35 30.7 70 61.4 7 6.1
看護部長 102 12 11.8 37 36.3 50 49.0 3 2.9
教育担当 110 25 22.7 70 63.6 15 13.6 0 0.0
看護部長 106 50 47.2 49 46.2 6 5.7 1 0.9
教育担当 112 7 6.3 60 53.6 41 36.6 4 3.6
看護部長 106 33 31.1 52 49.1 20 18.9 1 0.9
教育担当 113 6 5.3 59 52.2 46 40.7 2 1.8
看護部長 106 19 17.4 58 53.2 28 25.7 1 0.9
教育担当 103 5 5.0 26 26.0 54 54.0 15 15.0








































































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
教育担当 96 3 2.9 48 46.6 49 47.6 3 2.9
看護部長 95 10 9.2 49 45.0 31 28.4 5 4.6
教育担当 96 3 3.1 39 40.6 47 49.0 7 7.3
看護部長 92 13 11.9 41 37.6 33 30.3 5 4.6
教育担当 97 3 3.1 36 37.0 49 50.5 9 9.3
看護部長 93 16 14.7 37 33.9 33 30.3 7 6.4
教育担当 97 3 3.1 36 37.1 48 49.5 10 10.3
看護部長 93 12 11.0 35 32.1 38 34.9 8 7.3
教育担当 108 13 12.0 65 60.2 24 22.2 6 5.6
看護部長 100 26 26.0 54 54.0 16 16.0 4 4.0
教育担当 112 12 10.7 82 73.2 16 14.3 2 1.8
看護部長 108 23 21.3 67 62.0 18 16.7 0 0.0
教育担当 109 8 7.3 60 55.0 37 33.9 4 3.7
看護部長 104 26 25.0 53 51.0 25 24.0 0 0.0
教育担当 111 9 8.1 64 57.7 35 31.5 3 2.7
看護部長 105 26 24.8 53 50.5 24 22.9 2 1.9
教育担当 107 10 9.3 59 55.1 34 31.8 4 3.7
看護部長 102 21 20.6 54 52.9 24 23.5 3 2.9
教育担当 97 5 5.2 41 42.3 48 49.5 3 3.1
看護部長 94 11 11.7 54 57.4 25 26.6 4 4.3
教育担当 99 4 4.0 31 31.3 59 59.6 5 5.1
看護部長 95 10 10.5 53 55.8 26 27.4 6 6.3
教育担当 100 4 4.0 47 47.0 42 42.0 7 7.1










































































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
教育担当 105 3 2.9 27 25.7 60 57.1 15 14.3
看護部長 99 8 8.1 41 41.4 45 45.5 5 5.1
教育担当 101 1 1.0 13 12.9 59 58.4 28 27.7
看護部長 95 1 1.1 19 20.0 62 65.3 13 13.7
教育担当 104 6 5.8 35 33.7 51 49.0 12 11.5
看護部長 98 8 8.2 39 39.8 41 41.8 10 10.2
教育担当 100 4 4.0 43 43.0 48 48.0 5 5.0
看護部長 98 10 10.2 42 42.9 42 42.9 4 4.1
教育担当 105 5 4.8 61 58.1 33 31.4 6 5.7
看護部長 99 18 18.2 56 56.6 21 21.2 4 4.0
教育担当 99 1 1.0 18 18.2 64 64.6 16 16.2





































表 12－１ 教育担当者の「求められる行動」と「ラダー・システム導入」の関係 
 
 






人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
有 93 16 17.2 65 69.9 12 12.9 0 0.0
無 18 1 5.6 11 61.1 6 33.3 0 0.0
有 95 20 21.1 71 74.7 4 4.2 0 0.0
無 19 2 10.5 11 57.9 6 31.6 0 0.0
有 95 15 15.8 66 69.5 14 14.7 0 0.0
無 19 1 5.3 10 52.6 7 36.8 1 5.3
有 94 5 5.3 55 58.8 33 35.1 1 10.6
無 19 1 5.3 4 21.1 13 68.4 1 5.3
有 81 3 3.7 30 37.0 45 55.6 3 37.0



































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
小 34 6 17.6 24 70.6 3 8.8 1 2.9    　　　
中 36 3 8.3 26 72.2 7 19.4 0 0.0 　　*
大 35 3 8.6 17 48.6 14 40.0 1 2.9 *
小 36 8 45.0 24 66.7 3 8.3 1 2.8    *
中 35 3 8.6 20 57.1 11 31.4 1 2.9         *
大 37 2 5.4 21 56.8 10 27.0 4 10.8
小 35 1 2.9 16 45.7 14 40.0 4 11.4 　　*
中 36 3 8.3 25 69.4 7 19.4 1 2.8 *































表 12－3 教育担当者の「求められる行動」と「職位」との関係 
 
 









人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
副部長 55 8 14.5 22 40.0 21 38.2 4 7.3
師長 23 1 4.3 2 8.7 12 52.2 8 34.8
副部長 63 5 7.9 34 54.0 21 33.3 3 4.8






















人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
看護部専任 51 8 15.7 20 39.2 20 39.2 3 5.9
看護部兼任 33 4 12.1 13 39.4 12 33.0 4 12.1      *
部署管理者 14 0 0.0 2 14.3 9 64.3 3 21.4 *
看護部専任 41 4 9.8 14 34.1 20 48.8 3 7.3
看護部兼任 26 5 19.2 11 42.3 7 26.9 3 11.5      *
部署管理者 13 0 0.0 0 0.0 7 53.8 6 46.2           *
看護部専任 58 12 20.7 43 74.1 3 5.2 0 0.0
看護部兼任 37 9 24.3 25 37.6 2 5.4 1 2.9       *
部署管理者 15 0 0.0 11 73.3 4 26.7 0 0.0            *
看護部専任 59 5 8.5 46 78.0 8 13.6 0 0.0
看護部兼任 38 6 15.8 29 76.3 2 5.3 1 2.6       *










































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
＜リーダー役割＞
有 21 1 4.8 11 52.4 7 33.2 2 9.5
無 84 11 13.1 56 66.7 17 20.2 0 0.0
有 21 0 0.0 9 42.9 12 57.1 0 0.0
無 84 3 3.6 18 21.4 48 57.1 15 17.9
有 18 1 5.6 10 55.6 7 38.9 0 0.0
無 86 5 5.8 25 29.1 44 51.2 12 14.0
有 18 2 11.1 13 72.2 3 16.7 0 0.0
無 87 3 3.5 48 55.2 30 34.5 6 6.9
＜教育責任者の役割＞
有 36 11 30.6 25 69.4 0 0.0 0 0.0
無 77 12 15.6 52 67.5 11 14.3 2 2.6
有 38 1 2.6 25 65.8 8 21.1 3 7.9
無 64 3 4.7 25 39.1 35 54.7 1 1.6
有 40 3 7.5 32 80.0 4 10.0 1 2.5
無 70 18 25.7 47 67.1 5 7.1 0 0.0
有 31 0 0.0 7 22.6 21 67.7 3 9.7
無 71 1 1.4 28 39.4 40 56.3 2 2.8
有 30 0 0.0 5 16.7 23 76.7 2 6.7























































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
1 18 2 11.1 9 50.0 7 38.9 0 0.0 　　*　　　
2 26 1 3.8 16 61.5 9 34.6 0 0.0 　　　　*
3 23 2 8.7 15 65.2 5 21.7 1 4.3 　　　　　　*
4 41 12 29.3 29 70.7 0 0.0 0 0.0
1 18 1 5.6 8 44.4 9 50.0 0 0.0 　　*　　　
2 26 1 3.8 15 57.7 10 38.5 0 0.0 　　　　*
3 25 2 8.0 14 56.0 7 28.0 2 8.0 　　　　　　　*
4 42 9 21.4 30 71.4 3 7.1 0 0.0
1 18 0 0.0 7 38.9 11 6.1 0 0.0 　　*
2 25 1 4.0 12 48.0 11 44.0 0 0.0 　　　　*
3 24 1 4.2 13 54.2 8 33.3 2 8.3 　　　　　　*
4 40 6 15.0 30 75.0 4 10.0 0 0.0
1 16 1 6.3 3 18.8 11 68.8 1 6.3 　　　*
2 21 0 0.0 8 38.1 11 52.4 2 9.5
3 22 4 18.2 11 50.0 7 31.8 0 0.0 　　　　*
4 37 5 13.5 22 59.5 10 27.0 0 0.0
1 17 1 5.9 6 35.3 9 52.9 1 5.9 　　*
2 22 2 9.1 12 54.5 6 27.3 2 9.1
3 20 2 10.0 12 60.0 6 30.0 2 10.0
4 41 10 24.4 23 56.1 8 19.5 0 0.0
1 19 1 5.3 10 52.6 8 42.1 0 0.0 　　　*
2 26 4 15.4 19 73.1 3 11.5 0 0.0
3 25 3 12.0 16 64.0 6 24.0 0 0.0
4 41 9 22.0 31 75.6 1 2.4 0 0.0
1 19 1 5.3 5 26.3 10 52.6 3 15.8 　　　*
2 21 3 14.3 12 57.1 5 23.8 1 4.8
3 23 1 4.3 11 47.8 8 34.8 3 13.0
4 38 7 18.4 19 50.0 10 26.3 2 5.3
1 20 1 5.0 17 85.0 2 10.0 0 0.0 　　　
2 25 2 8.0 19 76.0 4 16.0 0 0.0
3 25 6 24.0 16 64.0 2 8.0 1 4.0 　　　　*
4 40 12 30.0 27 67.5 1 2.5 0 0.0
1 19 2 10.5 9 47.4 8 42.1 0 0.0 　　*
2 25 4 16.0 19 76.0 2 8.0 0 0.0
3 25 6 24.0 15 60.0 4 16.0 0 0.0
4 41 13 31.7 27 65.9 1 24.4 0 0.0
1 20 0 0.0 5 25.0 15 75.0 0 0.0 　　*
2 26 1 3.8 15 57.7 10 38.5 0 0.0
3 24 0 0.0 16 66.7 6 25.0 2 8.3
4 43 5 11.6 23 53.5 15 34.9 0 0.0
1 19 0 0.0 7 36.8 10 52.6 2 10.5 　　*
2 24 2 8.3 8 33.3 14 58.3 0 0.0 　　　　
3 23 0 0.0 8 34.8 14 60.9 1 4.3 *
4 37 1 2.7 25 67.6 11 29.7 0 0.0
1 19 0 0.0 5 26.3 12 63.2 2 10.5 　　*
2 22 2 9.1 5 22.7 12 54.5 3 13.6
3 21 1 4.8 8 38.1 10 47.6 2 9.5
4 34 0 0.0 21 61.8 13 38.2 0 0.0
1 19 0 0.0 5 26.3 10 52.6 4 21.1 　　*
2 23 2 8.7 3 13.0 14 60.9 4 17.4 *
3 21 0 0.0 8 38.1 12 57.1 1 4.8











































































































































































  教育担当者としての有能な実績をもつ看護管理者がいれば、発表会で助言者として入ってもらう。 
実施場所：看護協会や看護系大学など、その地域の病院の拠点となる研修場所、自施設職場での実践 
実施期間  ＜集合研修 2日間×2回 ＋（自施設実践活動 3か月 ＋ 発表会 1日）＋ 


































































































































































































































































































































































































































































































































































  教育担当者としての有能な実績をもつ看護管理者がいれば、発表会で助言者として入ってもらう。 
実施期間：＜集合研修＋自施設フィールドワーク＋発表会（半年/1回＞＝合計 5年間 







































































































































・部署 OJT への支援と部署師長との連携、 
 



















































































































































































































                               平成 20年 月 日 
 
               神戸市看護大学大学院 博士後期課程 看護基盤開発学領域 
                                大学院生 平木 民子 
                    指導教員 神戸市看護大学 看護キャリア開発学 
                                 教授 グレッグ 美鈴 
＜大学および指導教員の連絡先＞ 
〒651-2103 神戸市西区学園西町 3丁目 4 




基礎看護学 平木 民子 
〒761-0123 香川県高松市牟礼町原 281-1 
                           電話：087-870-1212（大学代表） 

















































































































                               平成  年  月  日 
 
                     参加者（署名）               
 
                               平成  年  月  日 
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               神戸市看護大学大学院 博士後期課程 看護基盤開発学領域 
                                大学院生 平木 民子 
                    指導教員 神戸市看護大学 看護キャリア開発学 
                                 教授 グレッグ 美鈴 
＜大学および指導教員の連絡先＞ 
〒651-2103 神戸市西区学園西町 3丁目 4 




基礎看護学 平木 民子 
〒761-0123 香川県高松市牟礼町原 281-1 
                           電話：087-870-1212（大学代表） 



















































































                               平成 20年  月  日 
 
               神戸市看護大学大学院 博士後期課程 看護基盤開発学領域 
                                大学院生 平木 民子 
                    指導教員 神戸市看護大学 看護キャリア開発学 
                                 教授 グレッグ 美鈴 
＜大学および指導教員の連絡先＞ 
〒651-2103 神戸市西区学園西町 3丁目 4 




基礎看護学 平木 民子 
〒761-0123 香川県高松市牟礼町原 281-1 
                           電話：087-870-1212（大学代表） 

































































































承諾 ・ 不承諾 
 
 







（お名前）：                             
 
（電話番号）：                  （勤務先・携帯・自宅） 
 








































                               平成  年  月  日 
 
 
                    参加者（署名）                
 
 
                               平成  年  月  日 
 
 




























































指導教員 神戸市看護大学 看護キャリア開発学 
教授 グレッグ美鈴 
























































〒761-0123 香川県高松市牟礼町原 281-1 
Ｅ-Mail  hiraki@chs.pref.kagawa.jp 












１．大学病院    ２．国立病院    ３．公立病院 
４．国公立以外の公的医療機関（日赤、済生会、厚生連など） 
５．医療法人    ６．その他（              ） 
 
２）総病床数：（     ）床 
 
３）看護師免許の所有者の人数：（     ）名、准看護師免許の所有者の人数：（     ）名 
新人看護職員の人数（     ）名 
 
４）看護職員の平均年齢：（     ）歳 
 
５）看護職員の教育背景：大学卒業者の人数（    ）名、大学院修了者の人数（     ）名 
 
６）看護職員の昨年度の離職率：全体の離職率（    ）％、新人看護職員の離職率（    ）％ 
 
７）ラダー・システムを導入していますか。 




 １．看護部付けで、教育業務に専従している副看護部長（    ）名 
２．看護部付けで、教育業務に専従している看護師長（看護課長など）、（    ）名 
３．看護部付けで、教育業務に専従している副看護師長（主任、係長など）、（    ）名 
４．看護部付けの専従はいないが、部署の看護管理者が教育委員会業務をしている 











































































 ４ ３ ２ １ 
2）ビジョンに基づいて、能力開発の課題および目標を抽出し、教
育提供側のミッションを成文化することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
3）看護部の人材開発システム全体を理解し、能力開発に関与する
人の役割と連携体制について成文化できる。 






 ４ ３ ２ １ 
5）看護現場や委員会に参加して、看護スタッフの能力を観察把握 
することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
6）役割別あるいは能力レベル別に人材層を区分し、それぞれに期
待される能力を成文化することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
7) 看護スタッフの能力アセスメントのための評価指標と評価方法
を開発することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
8）採用、配置、報酬、昇格など、能力評価を必要とする人事業務
を支援することができる。 





 ４ ３ ２ １ 
10) 方針や企画を通していくために、組織のあらゆる人に 
説明・説得・交渉していくことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
11）活動過程において、人的資源と財源を調整し、問題解決スキル
を使って対処できる。 
 ４ ３ ２ １ 
12）能力開発活動の全てを記録保管し、能力開発活動を展開しなが
ら評価改善することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
13）教育や労働に関する関係法令や倫理原則に従って運営すること
ができる。 
































































 ４ ３ ２ １ 
15) 年間到達目標を設定し、多様な能力開発の手段（集合研修、OJT、
役割活動、自己学習など）を組み合わせてコース設計ができる。 
 ４ ３ ２ １ 
16) 教育プログラムに掛かる直接経費と間接経費に関する年間予
算を計上することができる。 





 ４ ３ ２ １ 
18) 成人学習の原理に基づいて、看護スタッフの学習意欲を引き出
すような教育が展開できる。 
 ４ ３ ２ １ 
19) 集合研修の企画運営に関わる看護スタッフに助言指導ができ
る。 
 ４ ３ ２ １ 
20) 研修の講師や部署の看護管理者など、集合研修の企画運営に関
係する人々と連携協働し、全体調整および進捗管理ができる。 
 ４ ３ ２ １ 
 
６．教育プログラムを評価する 
21) 集合研修に対する対象者の満足度について評価できる  ４ ３ ２ １ 
22) 集合研修で学んだ対象者の知識スキルの理解度や習得度を評
価することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
23) 対象者が、集合研修で学んだ知識スキルを現場で活用し行動変
容したかどうか評価できる。 
 ４ ３ ２ １ 
24) 教育プログラムが現場の看護の質の向上に寄与したかどうか 
評価できる。 





































































 ４ ３ ２ １ 
26) 新人看護職員への教育指導を担うスタッフの教育プログラム
が開発できる。 
 ４ ３ ２ １ 
27) 中堅層のリーダーシップの開発を意図した教育プログラムの 
開発ができる。 
 ４ ３ ２ １ 
28) 看護管理者の能力開発を意図した教育プログラムが開発でき
る。 





 ４ ３ ２ １ 
30) 変革のビジョンを描き、関係者にわかりやすく説明説得するこ
とができる 
 ４ ３ ２ １ 
31) 必要に応じてプロジェクトチームを立ち上げ、チームの計画立
案や問題解決を導くことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
32) プロジェクトメンバーが成長できるように、チーム構築を促進
することができる。 





 ４ ３ ２ １ 
34) 部署の看護管理者と連携協働しながら人材育成を支援するこ
とができる。 
 ４ ３ ２ １ 
35) 部署の教育担当者が OJTの企画運営ができるように支援する 
ことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
36) 部署における学習や教育に関する問題が発生した場合、支援す
ることができる。 
 ４ ３ ２ １ 
37) 現場の学習に役立つ資源（情報、図書、人など）を整備して、 
必要時に提供することができる。 
































































 ４ ３ ２ １ 
39) 看護スタッフに学習成果に対するフィードバックを提供して、 
学習意欲を引き出すことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
40) 看護スタッフのストレスマネジメントおよびメンタルヘルス
の支援や対応ができる。 





 ４ ３ ２ １ 
42) 能力開発活動の成果を明らかにするために、アウトカム指標を 
開発して、評価研究を行うことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
43) 院内の研究チームの中で、調査者、協力者、評価者として、率
先して研究活動ができる。 





 ４ ３ ２ １ 
45) 看護スタッフが、研究の知識スキルが身につくように、研究活
動を支援することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
46) 研究を行った看護スタッフが、エビデンスに基づく看護実践を 
行っているかどうか追跡することができる。 
















































平成 22年 10月 1日 
 
 












〒761-0123 香川県高松市牟礼町原 281-1 
Ｅ-Mail  hiraki@chs.pref.kagawa.jp 











１．大学病院    ２．国立病院    ３．公立病院 
４．国公立以外の公的医療機関（日赤、済生会、厚生連など） 
５．医療法人    ６．その他（              ） 
 
２）総病床数：（     ）床 
 
３）看護師免許の所有者の人数：（     ）名、准看護師免許の所有者の人数：（     ）名 
新人看護職員の人数（     ）名 
 
４）看護職員の平均年齢：（     ）歳 
 
５）看護職員の教育背景：大学卒業者の人数（    ）名、大学院修了者の人数（     ）名 
 
６）看護職員の昨年度の離職率：全体の離職率（    ）％、新人看護職員の離職率（    ）％ 
 
７）ラダー・システムを導入していますか。 






１）看護職者としての総経験年数：今年で（     ）年目 
 
２）最終学歴を１つ選んでください。 
 １．専門学校卒業     ２．短大卒業   ３．大学卒業   
４．大学院修士課程修了  ５．大学院博士課程修了 
 
３）「看護管理・看護教育に関連する研修」で、受講した研修を全て選んでください。 
 １．ファーストレベル  ２．セカンドレベル  ３．サードレベル 
 ４．看護教員養成研修  ５．看護協会主催の短期研修「施設の継続教育プログラムの開発」 
 ６．実習指導者講習会  ７．その他（                 ） 
 
４）現在の職位 























 ２．副看護部長が（    ）名いる 
 ３．看護師長が（課長など）が、（    ）名いる 
 ４．副看護師長（主任、係長など）が、（    ）名いる 



















































































 ４ ３ ２ １ 
2）ビジョンに基づいて、能力開発の課題および目標を抽出し、教
育提供側のミッションを成文化することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
3）看護部の人材開発システム全体を理解し、能力開発に関与する
人の役割と連携体制について成文化できる。 






 ４ ３ ２ １ 
5）看護現場や委員会に参加して、看護スタッフの能力を観察把握 
することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
6）役割別あるいは能力レベル別に人材層を区分し、それぞれに期
待される能力を成文化することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
7) 看護スタッフの能力アセスメントのための評価指標と評価方法
を開発することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
8）採用、配置、報酬、昇格など、能力評価を必要とする人事業務
を支援することができる。 





 ４ ３ ２ １ 
10) 方針や企画を通していくために、組織のあらゆる人に 
説明・説得・交渉していくことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
11）活動過程において、人的資源と財源を調整し、問題解決スキル
を使って対処できる。 
 ４ ３ ２ １ 
12）能力開発活動の全てを記録保管し、能力開発活動を展開しなが
ら評価改善することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
13）教育や労働に関する関係法令や倫理原則に従って運営すること
ができる。 





































































 ４ ３ ２ １ 
15) 年間到達目標を設定し、多様な能力開発の手段（集合研修、OJT、
役割活動、自己学習など）を組み合わせてコース設計ができる。 
 ４ ３ ２ １ 
16) 教育プログラムに掛かる直接経費と間接経費に関する年間予
算を計上することができる。 






 ４ ３ ２ １ 
18) 成人学習の原理に基づいて、看護スタッフの学習意欲を引き出
すような教育が展開できる。 
 ４ ３ ２ １ 
19) 集合研修の企画運営に関わる看護スタッフに助言指導ができ
る。 
 ４ ３ ２ １ 
20) 研修の講師や部署の看護管理者など、集合研修の企画運営に関
係する人々と連携協働し、全体調整および進捗管理ができる。 
 ４ ３ ２ １ 
 
６．教育プログラムを評価する 
21) 集合研修に対する対象者の満足度について評価できる  ４ ３ ２ １ 
22) 集合研修で学んだ対象者の知識スキルの理解度や習得度につ
いて評価できる。 
 ４ ３ ２ １ 
23) 対象者が、集合研修で学んだ知識スキルを現場で活用し行動変
容したかどうか評価できる。 
 ４ ３ ２ １ 
24) 教育プログラムが現場の看護の質の向上に寄与したかどうか 
評価できる。 










































































 ４ ３ ２ １ 
26) 新人看護職員への教育指導を担うスタッフの教育プログラム
が開発できる。 
 ４ ３ ２ １ 
27) 中堅層のリーダーシップの開発を意図した教育プログラムの 
開発ができる。 
 ４ ３ ２ １ 
28) 看護管理者の能力開発を意図した教育プログラムが開発でき
る。 





 ４ ３ ２ １ 
30) 変革のビジョンを描き、関係者にわかりやすく説明説得するこ
とができる 
 ４ ３ ２ １ 
31) 必要に応じてプロジェクトチームを立ち上げ、チームの計画立
案や問題解決を導くことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
32) プロジェクトメンバーが成長できるように、チーム構築を促進 
することができる。 





 ４ ３ ２ １ 
34) 部署の看護管理者と連携協働しながら人材育成を支援するこ
とができる。 
 ４ ３ ２ １ 
35) 部署の教育担当者が OJTの企画運営ができるように支援する 
ことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
36) 部署における学習や教育に関する問題が発生した場合、支援す
ることができる。 
 ４ ３ ２ １ 
37) 現場の学習に役立つ資源（情報、図書、人など）を整備して、 
必要時に提供することができる。 





































































 ４ ３ ２ １ 
39) 看護スタッフに学習成果に対するフィードバックを提供して、 
学習意欲を引き出すことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
40) 看護スタッフのストレスマネジメントおよびメンタルヘルス
の支援や対応ができる。 





 ４ ３ ２ １ 
42) 能力開発活動の成果を明らかにするために、アウトカム指標を 
開発して、評価研究を行うことができる。 
 ４ ３ ２ １ 
43) 院内の研究チームの中で、調査者、協力者、評価者として、率
先して研究活動ができる。 





 ４ ３ ２ １ 
45) 看護スタッフが、研究の知識スキルが身につくように、研究活
動を支援することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
46) 研究を行った看護スタッフが、エビデンスに基づく看護実践を 
行っているかどうか追跡することができる。 
 ４ ３ ２ １ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
たいへんお疲れ様でした。研究へのご協力ありがとうございました。 
※「教育担当者の能力開発」に関して、何かご意見がありましたら、お書き下さい。 
